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旧 新 
 

【立地適正化計画で定める主な事項】 

 立地適正化計画で定める主な事項としては、都市再生特別措置法第 81 条第２項において、
概ね次に掲げる事項を記載するものとしています。 
 

 事項 内容 
立地適正化計画区域   計画の対象区域（都市計画区域が対象となります） 

基本的な方針   計画により実現を目指すべき将来像 
※  計画の総合的な達成状況を的確に把握できるよう、定量的

な目標を設定することが望ましい 

居住誘導区域   人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を
維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的
に確保されるよう、居住の誘導を図る区域 

居住を誘導するために
市町村が講ずべき施策 

  居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区
域に都市の居住者の居住を誘導するために市町村が講ずべ
き施策に関する事項 

都市機能誘導区域   医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠
点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効
率的な提供を図る区域 

誘導施設   都市機能誘導区域ごとに、立地を誘導すべき都市機能増進
施設 

誘導施設の立地を誘導
するために市町村が講
ずべき施策 

  必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導
区域に当該誘導施設の立地を誘導するために市町村が講ず
べき施策に関する事項 

      
 

           

 

【主な記載事項における留意事項】 
立地適正化計画の区域は、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域を対象とすることが

基本となります。 
また、立地適正化計画には、居住誘導区域と都市機能誘導区域の双方を定めるとともに、

居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を定めることが必要となります。 
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【立地適正化計画で定める主な事項】 

 立地適正化計画で定める主な事項としては、都市再生特別措置法第 81 条第２項において、
概ね次に掲げる事項を記載するものとしています。 
 

 事項 内容 
立地適正化計画区域   計画の対象区域（都市計画区域が対象となります） 

基本的な方針   計画により実現を目指すべき将来像 
※  計画の総合的な達成状況を的確に把握できるよう、定量的

な目標を設定することが望ましい 

居住誘導区域   人口減少の中にあっても一定エリアにおいて人口密度を
維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的
に確保されるよう、居住の誘導を図る区域 

居住を誘導するために
市町村が講ずべき施策 

  居住環境の向上、公共交通の確保その他の当該居住誘導区
域に都市の居住者の居住を誘導するために市町村が講ずべ
き施策に関する事項 

都市機能誘導区域   医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠
点に誘導し集約することにより、これらの各種サービスの効
率的な提供を図る区域 

誘導施設   都市機能誘導区域ごとに、立地を誘導すべき都市機能増進
施設 

誘導施設の立地を誘導
するために市町村が講
ずべき施策 

  必要な土地の確保、費用の補助その他の当該都市機能誘導
区域に当該誘導施設の立地を誘導するために市町村が講ず
べき施策に関する事項 

防災指針等   居住や都市機能の誘導を図る上で必要となる都市の防災
に関する機能を確保するための指針等 

 

【主な記載事項における留意事項】 
立地適正化計画の区域は、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域を対象とすることが

基本となります。 
また、立地適正化計画には、居住誘導区域と都市機能誘導区域の双方を定めるとともに、

居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を定めることが必要となります。 
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旧 新 
 

第４章 誘導区域・誘導施設 
 
４−１ 都市機能誘導区域 
 
（１）都市機能誘導区域設定の考え方 

 
都市機能誘導区域は、医療、福祉、子育て支援、商業等の都市機能増進施設を都市の骨格構造上の拠点に誘導

し集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 
都市計画運用指針や立地適正化計画の作成の手引きにおいて、都市機能誘導区域設定の考え方等が示されてい

ます。 
 

都市計画運用指針［第 10 版］（抜粋） 
基本的な考え方 
○  医療・福祉・商業施設等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・集約すること

により、これら各種サービスの効率的な提供が図られるように定める区域 
○  住宅及び都市機能の立地の適正化を効果的に図るという観点から、原則として、居住誘

導区域※の中に都市機能誘導区域を設定する 
設定が考えられる区域 
【都市の拠点となるべき区域】 
○  都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程

度充実している区域 
○  周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

【区域の規模】 
○  一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、徒歩や自転車等によりそれらの間が

容易に移動できる範囲 

 ※本計画では、「まちなか居住区域」としています。 

 
立地適正化計画作成の手引き   ［平成 30 年 4 月 25 日改訂］（抜粋） 

望ましい区域像 
○  各拠点地区の中心となる駅、バス停や公共施設から徒歩、自転車で容易に回遊すること

が可能で、かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設の配置、土地利用の実態等に照
らし、地域としての一体性を有している区域 

○             
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第４章 誘導区域・誘導施設 
 
４−１ 都市機能誘導区域 
 
（１）都市機能誘導区域設定の考え方 

 
都市機能誘導区域は、医療、福祉、子育て支援、商業等の都市機能増進施設を都市の骨格構造上の拠点に誘導

し集約することにより、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 
都市計画運用指針や立地適正化計画の作成の手引きにおいて、都市機能誘導区域設定の考え方等が示されてい

ます。 
 

都市計画運用指針［第 13 版］（抜粋） 
基本的な考え方 
○  医療・福祉・商業施設等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・集約すること

により、これら各種サービスの効率的な提供が図られるように定める区域 
○  住宅及び都市機能の立地の適正化を効果的に図るという観点から、原則として、居住誘

導区域※の中に都市機能誘導区域を設定する 
設定が考えられる区域 
【都市の拠点となるべき区域】 
○  都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積する地域等、都市機能が一定程

度充実している区域 
○  周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

【区域の規模】 
○  一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、徒歩や自転車等によりそれらの間が

容易に移動できる範囲 

 ※本計画では、「まちなか居住区域」としています。 

 
立地適正化計画作成の手引き【基本編】［令和６年４月改訂］（抜粋） 

望ましい区域像 
○  各拠点地区の中心となる駅、バス停や公共施設から徒歩、自転車で容易に回遊すること

が可能で、かつ、公共交通施設、都市機能施設、公共施設の配置、土地利用の実態等に照
らし、地域としての一体性を有している区域 

○  主要駅や役場等が位置する中心拠点の周辺の区域に加え、合併前の旧市町村の役場が位
置していた地区等、従来から生活拠点となる都市機能が存在し中心拠点と交通網で結ばれ
た地域拠点の周辺の区域 
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旧 新 

 

⑧ いわきニュータウン地区都市機能誘導区域（地区拠点） 

  

 

図 いわきニュータウン地区都市機能誘導区域（地区拠点） 
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⑧ いわきニュータウン地区都市機能誘導区域（地区拠点） 

  

 

図 いわきニュータウン地区都市機能誘導区域（地区拠点） 
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旧 新 
 

いわき市都市機能誘導区域の全体図は次のようになります。 

 

  

図 いわき市の都市機能誘導区域 
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いわき市都市機能誘導区域の全体図は次のようになります。 

 

  

図 いわき市の都市機能誘導区域 
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平地区（都心拠点） 
都市機能誘導区域 

勿来地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

小名浜地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

泉地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

常磐地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

内郷地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

四倉地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

いわきﾆｭｰﾀｳﾝ地区 
（地区拠点） 

都市機能誘導区域 

平地区（都心拠点） 
都市機能誘導区域 

勿来地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

小名浜地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

泉地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

常磐地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

内郷地区（地区拠点） 
都市機能誘導区域 

四倉地区（広域拠点） 
都市機能誘導区域 

いわきﾆｭｰﾀｳﾝ地区 
（地区拠点） 

都市機能誘導区域 



旧 新 

誘導施設設定の考え方を踏まえ、拠点ごとに都市機能の誘導を行います。 

 

 

  

 
 

図 各拠点の位置付けと施設誘導の考え方 
37 

誘導施設設定の考え方を踏まえ、拠点ごとに都市機能の誘導を行います。 

 

 

  

 
図 各拠点の位置付けと施設誘導の考え方 
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地区拠点（内郷地区都市機能誘導区域） 
 保健福祉機能の中核施設の立地や歴
史・文化等を活かし、広域拠点に準ずる都
市機能施設の集積を図り、地区拠点に相応
しい都市づくりを進める。 

地区拠点（常磐地区都市機能誘導区域） 
 温泉資源を活用した観光交流機能等を
活かし、広域拠点に準ずる都市機能施設の
集積を図り、地区拠点に相応しい都市づく
りを進める。 

地区拠点（泉地区都市機能誘導区域） 
 比較的若い世代が居住する特性を活か
し、広域拠点に準ずる都市機能施設の集積
を図り、地区拠点に相応しい都市づくりを
進める。 

広域拠点（勿来地区都市機能誘導区域） 
 エネルギー産業集積の特性や歴史、豊か
な自然環境等を活かし、都心拠点に準ずる
都市機能施設の集積を図り、南の玄関口と
して、広域交流の拠点に相応しい都市づく
りを進める。 

常磐 
地区拠点 

勿来 
広域拠点 

内郷 
地区拠点 

泉 
地区拠点 

都心拠点（平地区都市機能誘導区域） 
 商業、業務、文化等の中心である平地
区の拠点性を活かし、更なる高次都市機
能施設の集積を図り、風格ある都心拠点
に相応しい都市づくりを進める。 

広域拠点（四倉地区都市機能誘導区域） 
 相双地域との繋がり及び四倉中核工業団
地を有する特性や豊かな自然環境等を活か
し、都心拠点に準ずる都市機能施設の集積
を図り、北の玄関口として、広域交流の拠
点に相応しい都市づくりを進める。 

広域拠点（小名浜地区都市機能誘導区域） 
 小名浜港や臨海工業地域の特性等を活
かし、都心拠点に準ずる高次都市機能施設
の集積を図り、広域拠点に相応しい都市づ
くりを進める。 

地区拠点 
（いわきﾆｭｰﾀｳﾝ地区都市機能誘導区域） 
 商業、業務、大学等が立地し、良好な居
住環境も整っている特性を活かし、広域拠
点に準ずる都市機能施設の集積を図り、地
区拠点に相応しい都市づくりを進める。 

平 
都心拠点 

四倉 
広域拠点 

小名浜 
広域拠点 

いわきニュータウン 
地区拠点 

地区拠点（内郷地区都市機能誘導区域） 
 保健福祉機能の中核施設の立地や歴
史・文化等を活かし、広域拠点に準ずる都
市機能施設の集積を図り、地区拠点に相応
しい都市づくりを進める。 

地区拠点（常磐地区都市機能誘導区域） 
 温泉資源を活用した観光交流機能等を
活かし、広域拠点に準ずる都市機能施設の
集積を図り、地区拠点に相応しい都市づく
りを進める。 

地区拠点（泉地区都市機能誘導区域） 
 比較的若い世代が居住する特性を活か
し、広域拠点に準ずる都市機能施設の集積
を図り、地区拠点に相応しい都市づくりを
進める。 

広域拠点（勿来地区都市機能誘導区域） 
 エネルギー産業集積の特性や歴史、豊か
な自然環境等を活かし、都心拠点に準ずる
都市機能施設の集積を図り、南の玄関口と
して、広域交流の拠点に相応しい都市づく
りを進める。 

常磐 
地区拠点 

勿来 
広域拠点 

内郷 
地区拠点 

泉 
地区拠点 

都心拠点（平地区都市機能誘導区域） 
 商業、業務、文化等の中心である平地
区の拠点性を活かし、更なる高次都市機
能施設の集積を図り、風格ある都心拠点
に相応しい都市づくりを進める。 

広域拠点（四倉地区都市機能誘導区域） 
 相双地域との繋がり及び四倉中核工業団
地を有する特性や豊かな自然環境等を活か
し、都心拠点に準ずる都市機能施設の集積
を図り、北の玄関口として、広域交流の拠
点に相応しい都市づくりを進める。 

広域拠点（小名浜地区都市機能誘導区域） 
 小名浜港や臨海工業地域の特性等を活
かし、都心拠点に準ずる高次都市機能施設
の集積を図り、広域拠点に相応しい都市づ
くりを進める。 

地区拠点 
（いわきﾆｭｰﾀｳﾝ地区都市機能誘導区域） 
 商業、業務、大学等が立地し、良好な居
住環境も整っている特性を活かし、広域拠
点に準ずる都市機能施設の集積を図り、地
区拠点に相応しい都市づくりを進める。 

平 
都心拠点 

四倉 
広域拠点 

小名浜 
広域拠点 

いわきニュータウン 
地区拠点 



 

旧 新 

 
４−３ まちなか居住区域 
 
（１）まちなか居住区域設定の考え方 

 
まちなか居住区域（都市再生特別措置法に基づく居住誘導区域）は、人口減少の中にあっても一定のエリア

において人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘
導すべき区域です。 

都市計画運用指針や立地適正化計画の作成の手引きにおいて、まちなか居住区域設定の考え方等が示されて
います。 

 
都市計画運用指針［第 10 版］（抜粋） 

基本的な考え方 
○  人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サ

ービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域 
設定が考えられる区域 
○  都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 
○  都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、

都市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 
○   合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

 

立地適正化計画の作成の手引き   ［平成 30 年 4 月 25 日改訂］（抜粋） 
望ましい区域像 
【生活利便性が確保される区域】 
○  都市機能誘導区域となるべき中心拠点、地域／生活拠点の中心部に徒歩、自転車、端末

交通等を介して容易にアクセスすることのできる区域、及び公共交通軸に存する駅、バス
停の徒歩、自転車利用圏に存する区域から構成される区域 

【生活サービス機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域】 
○  社会保障・人口問題研究所の将来推計人口等をベースに、区域外から区域内に現実的に

誘導可能な人口を勘案しつつ、区域内において、少なくとも現状における人口密度を維持
することを基本に、医療、福祉、商業等の日常生活サービス機能の持続的な確保が可能な
人口密度水準が確保される面積範囲内の区域 

【災害に対する安全性等が確保される区域】 
○  土砂災害、津波災害、浸水被害等により甚大な被害を受ける危険性が少ない区域であっ

て、土地利用の実態等に照らし、工業系用途、都市農地、深刻な空き家・空き地化が進行
している郊外地域などには該当しない居住に適した区域 
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４−３ まちなか居住区域 
 
（１）まちなか居住区域設定の考え方 

 
まちなか居住区域（都市再生特別措置法に基づく居住誘導区域）は、人口減少の中にあっても一定のエリア

において人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘
導すべき区域です。 

都市計画運用指針や立地適正化計画の作成の手引きにおいて、まちなか居住区域設定の考え方等が示されて
います。 

 
都市計画運用指針［第 13 版］（抜粋） 

基本的な考え方 
○  人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サ

ービスやコミュニティが持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域 
設定が考えられる区域 
○  都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び生活拠点並びにその周辺の区域 
○  都市の中心拠点及び生活拠点に公共交通により比較的容易にアクセスすることができ、

都市の中心拠点及び生活拠点に立地する都市機能の利用圏として一体的である区域 
○   合併前の旧町村の中心部等、都市機能や居住が一定程度集積している区域 

 

立地適正化計画の作成の手引き【基本編】［令和６年４月改訂］（抜粋） 
望ましい区域像 
【生活利便性が確保される区域】 
○  都市機能誘導区域の候補となる中心拠点や地域・生活拠点に、徒歩・自転車・端末交通

等により容易にアクセスすることのできる区域や、鉄道駅・バス停の徒歩・自転車利用圏 
        （削除）       
【都市機能の持続的確保が可能な面積範囲内の区域】 
○  医療・福祉・商業等の都市機能が将来にわたって持続できる人口密度が確保される面積

範囲内 
○  社会保障・人口問題研究所の将来推計人口等をベースに、区域外から区域内に現実的に

誘導可能な人口を勘案しつつ、区域内において少なくとも現状における人口密度を維持、
あるいは低下抑制することを基本に検討 

【災害に対するリスクが低い、あるいは今後低減が見込まれる区域】 
○  土砂災害、津波災害、浸水被害等により甚大な被害を受ける危険性が少ない区域で、土

地利用の実態等に照らし、工業系用途、都市農地、深刻な空き家・空き地化が進行してい
る郊外地域等に該当しない区域 
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旧 新 
 

 
図 都市機能誘導区域へ容易にアクセスすることができる範囲 
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図 都市機能誘導区域へ容易にアクセスすることができる範囲 
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旧 新 
 

 

    

図 都市機能誘導区域へ容易にアクセスすることができる範囲と土地区画整理事業実施区域、 
人口密度メッシュの重ね図 
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図 都市機能誘導区域へ容易にアクセスすることができる範囲と土地区画整理事業実施区域、 
人口密度メッシュの重ね図 
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利便性の高い公共交通が
確保されていない土地区
画整理事業区域（平沼ノ
内、薄磯、豊間） 

利便性の高い公共交通が
確保されていない土地区
画整理事業区域（小浜） 

臨海工業地域 

利便性の高い公共交通が確
保されていない土地区画整
理事業区域（平窪・赤井） 

利便性の高い公共交通が確保
されていない土地区画整理事
業区域（常磐関船、勿来江栗） 

バス路線のサービス水準の向
上を図ることによりまちなか
居住区域に含める地域（好間） 

利便性の高い公共交通が確
保されていない土地区画整
理事業区域（久之浜） 

バス路線のサービス水準の向
上を図ることによりまちなか
居住区域に含める地域（錦） 

利便性の高い公共交通が
確保されていない土地区
画整理事業区域（平沼ノ
内、薄磯、豊間） 

利便性の高い公共交通が
確保されていない土地区
画整理事業区域（小浜） 

臨海工業地域 

利便性の高い公共交通が確
保されていない土地区画整
理事業区域（平窪・赤井） 

利便性の高い公共交通が確保
されていない土地区画整理事
業区域（常磐関船、勿来江栗） 

バス路線のサービス水準の向
上を図ることによりまちなか
居住区域に含める地域（好間） 

利便性の高い公共交通が確
保されていない土地区画整
理事業区域（久之浜） 

バス路線のサービス水準の向
上を図ることによりまちなか
居住区域に含める地域（錦） 



旧 新 
④土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域は、都市再生特別措置法及び同法施行令において、誘導区域に含めないこととされて
いるため、まちなか居住区域から除外します。 
 また、土砂災害警戒区域は、土砂災害特別警戒区域を包含して指定されており、地形的要因により危険性を
内包するものと判断されるため、原則として、まちなか居住区域から除外しますが、居住や都市機能誘導の必
要性や災害防止措置の状況、計画的な市街地整備など一定の条件を満たす場合は、まちなか居住区域に含める
ことができるものとします。 
 

  

図 土砂災害（特別）警戒区域  
                                          ※出典：福島県（平成 30 年 5 月時点）  
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④土砂災害特別警戒区域、土砂災害警戒区域 
土砂災害特別警戒区域は、都市再生特別措置法及び同法施行令において、誘導区域に含めないこととされて

いるため、まちなか居住区域から除外します。 
 また、土砂災害警戒区域は、土砂災害特別警戒区域を包含して指定されており、地形的要因により危険性を
内包するものと判断されるため、原則として、まちなか居住区域から除外しますが、居住や都市機能誘導の必
要性や災害防止措置の状況、計画的な市街地整備など一定の条件を満たす場合は、まちなか居住区域に含める
ことができるものとします。 
 

  

図 土砂災害（特別）警戒区域  
                               ※出典：福島県（令和 5 度末時点） 
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旧 新 
 

【滑津川水系】 

 【鮫川水系】 

【蛭田川水系】 

図 浸水想定区域（河川） 
※出典：市資料（平成 30 年 5 月末時点） 
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図 夏井川水系好間川洪水浸水想定区域 
 

  

 
 
 
 
 

図 夏井川水系新川洪水浸水想定区域 
 

 

 

図 夏井川水系仁井田川洪水浸水想定区域 
※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 浸水深の目安は、30 年に 1 度の大雨
（1 時間で 60mm 程度の雨量）によ
って増水し、浸水被害が発生した場
合に予想される浸水の範囲を示して
いる 

※ 浸水深の目安は、70 年に 1 度の大雨
（2 日間で 360mm 程度の総雨量）に
よって増水し、浸水被害が発生した
場合に予想される浸水の範囲を示し
ている 

※ 浸水深の目安は、30 年に 1 度の大雨
（1 時間で 63mm 程度の雨量）によ
って増水し、浸水被害が発生した場
合に予想される浸水の範囲を示して
いる 

※ 夏井川水系好間川の水位周知区間とその上
流、大畑歩道橋までの区間について、水防
法の規定により指定された想定し得る最大
規模の降雨による洪水浸水想定区域、浸水
した場合に想定される水深を表示した図面 

※ 指定時点の好間川の河道の整備状況を勘案
して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪
水により好間川が氾濫した場合の浸水の状
況をシミュレーションにより予測したもの 

【夏井川水系好間川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和元年 7 月 16 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 1 項 
対象となる水位周知河川 
・夏井川水系好間川（実施区間） 
  左岸：いわき市好間町北好間字独古内 

（独古内橋）から夏井川合流点まで 
  右岸：いわき市好間町北好間字馬場前 

（独古内橋）から夏井川合流点まで 
指定の前提となる降雨 
夏井川流域の２日間の総雨量 533.9ｍｍ 

※ 夏井川水系新川の水位周知区間とその上
流、及び高野川の県管理区間について、水
防法の規定により指定された想定し得る最
大規模の降雨による洪水浸水想定区域、浸
水した場合に想定される水深を表示した図
面 

※ 公表時点の新川・高野川の河道の整備状況
を勘案して、想定し得る最大規模の降雨に
伴う洪水により新川・高野川が氾濫した場
合の浸水の状況をシミュレーションにより
予測したもの 

【夏井川水新川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 6 年 3 月 22 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
・夏井川水系新川・高野川（実施区間） 
 [新川] 

左岸：いわき市内郷高野町字石住 5 番の 
3 地先から夏井川合流点まで 

  右岸：いわき市内郷高野町字糯田 
15 番地先から夏井川合流点まで 

 [高野川] 
左岸：いわき市内郷高野町字三大明神下 

1 番のイ地先から新川合流点まで 
  右岸：いわき市内郷高野町字柴平 

26 番地先から夏井川合流点まで 
指定の前提となる降雨 
夏井川流域の２日間の総雨量 533.9ｍｍ 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 



 

旧 新 
 

 【藤原川水系】 

図 浸水想定区域（河川） 
※出典：市資料（平成 30 年 5 月末時点） 
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図 夏井川水系小玉川洪水浸水想定区域 
 

  
 
 

図 夏井川水系宮川洪水浸水想定区域 
 

 

 

図 夏井川水系仁井田川洪水浸水想定区域 
※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 浸水深の目安は、50 年に 1 度の大雨
（1 時間で 64mm 程度の雨量）によ
って増水し、浸水被害が発生した場
合に予想される浸水の範囲を示して
いる 

※ 夏井川水系小玉川の小玉ダムの下流河川区
間について、水防法の規定により指定され
た想定し得る最大規模の降雨による洪水浸
水想定区域、浸水した場合に想定される水
深を表示した図面 

※ 指定時点の小玉川の河道及び洪水調節施設
の整備状況を勘案して、想定し得る最大規
模の降雨に伴う洪水により小玉川が氾濫し
た場合の浸水の状況をシミュレーションに
より予測したもの 

【夏井川水系好間川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 4 年 2 月 8 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項第２号 
対象となる水位周知河川 
・夏井川水系小玉川（実施区間） 
  左岸：いわき市小川町高萩下タ道から 

いわき市小川町西小川平田 
（夏井川合流点）まで 

  右岸：いわき市小川町西小川入ノ釜から 
いわき市小川町西小川平田 
（夏井川合流点）まで 

指定の前提となる降雨 
小玉川流域の 24 時間の総雨量 688.9ｍｍ 

※ 夏井川水系宮川の県管理区間とその上流に
ついて、水防法の規定により指定された想
定し得る最大規模の降雨による洪水浸水想
定区域、浸水した場合に想定される水深を
表示した図面 

※ 公表時点の宮川の河道の整備状況を勘案し
て、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水
により宮川が氾濫した場合の浸水の状況を
シミュレーションにより予測したもの 

【夏井川水宮川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 6 年 3 月 22 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
・夏井川水系宮川（実施区間） 

左岸：いわき市内郷宮町字鬼ヶ沢 100 番 
の 26 地先から新川合流点まで 

  右岸：いわき市内郷宮町字鬼ヶ沢 100 番 
の 23 地先から新川合流点まで 

指定の前提となる降雨 
夏井川流域の２日間の総雨量 533.9ｍｍ 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 



 

旧 新 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 
  
 
 
 

図 滑川水系滑川洪水浸水想定区域 
 
 
 

※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 滑津川水系滑津川（指定区間とその上流、
いわき市平上荒川字笑堂までの区間）、山口
川（滑津川合流点からいわき市平上山口根
ヶ坪までの区間）、吉野谷川（滑津川合流点
から吉野谷防災調整池までの区間）につい
て、水防法の規定により指定された想定し
得る最大規模の降雨による洪水浸水想定区
域、浸水した場合に想定される水深を表示
した図面 

※ 指定時点の滑津川の河道の整備状況を勘案
して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪
水により滑津川が氾濫した場合の浸水の状
況をシミュレーションにより予測したもの 

【滑津川水系滑津川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 3 年 7 月 9 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 1 項 
対象となる水位周知河川 
・滑津川水系滑津川（実施区間） 
  左岸：いわき市平上荒川字五郎内から 

海まで 
  右岸：いわき市市平上荒川字熊下から 

海まで 
指定の前提となる降雨 
滑津川流域の 24 時間の総雨量 747ｍｍ 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 



 

旧 新 
 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 藤原川水系 9 河川重ね合わせ洪水浸水想定区域 
 

 
 
 

※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 藤原川水系藤原川、宝珠院川、釜戸川、矢田川、岩崎川、馬渡川、水野谷川、湯本川、湯長谷川の対象となる区間
について、水防法の規定により指定された想定し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定区域、浸水した場合に想
定される水深を表示した図面 

※ 指定時点の藤原川、宝珠院川、釜戸川、矢田川、岩崎川、馬渡川、水野谷川、湯本川、湯長谷川の河道の整備状況
を勘案して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水により藤原川、宝珠院川、釜戸川、矢田川、岩崎川、馬渡川、
水野谷川、湯本川、湯長谷川が氾濫した場合の浸水の状況をシミュレーションにより予測したもの 

【藤原川水系 9 河川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 指定年月日：令和 6 年 3 月 22 日 根拠法令：水防法第 14 条第 1 項 
対象となる水位周知河川 
・（実施区間） 
 [藤原川] 

左岸：いわき市常磐藤原町（小炭焼）から海まで 
  右岸：いわき市常磐藤原町（南ノ町）から海まで 
 [宝珠院川] 

左岸：いわき市泉町黒須野（字早稲田）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市泉町黒須野（字早稲田）から藤原川合流地点まで 
 [釜戸川] 

左岸：いわき市遠野町深山田（字沢繋）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市遠野町深山田（字沢繋）から藤原川合流地点まで 
 [矢田川] 

左岸：いわき市常磐上矢田町（頭田）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市常磐上矢田町（頭田）から藤原川合流地点まで 
 [岩崎川] 

左岸：いわき市渡辺町泉田（字沢田）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市渡辺町泉田（字沢田）から藤原川合流地点まで 

[馬渡川] 
左岸：いわき市常磐下船尾町（東作）から藤原川合流地点まで 

  右岸：いわき市常磐下船尾町（東作）から藤原川合流地点まで 
[水野谷川] 

左岸：いわき市常磐水野谷町（竜ケ沢）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市常磐水野谷町（竜ケ沢）から藤原川合流地点まで 

[湯本川] 
左岸：いわき市常磐上湯長谷（辰ノ口）から藤原川合流地点まで 

  右岸：いわき市常磐上湯長谷（嶽道）から藤原川合流地点まで 
[湯長谷川] 

左岸：いわき市常磐上湯長谷（上ノ台）から藤原川合流地点まで 
  右岸：いわき市常磐上湯長谷（五反田）から藤原川合流地点まで 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 

 
指定の前提となる降雨 
 
 
藤原川流域の 24.時間の総雨量 642.89ｍｍ 
 
 
宝珠院川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
釜戸川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
矢田川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
岩崎流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
馬渡川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
水野谷川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
湯本川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
 
 
湯長谷川流域の 24.時間の総雨量 747.00ｍｍ 
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図 鮫川水系鮫川洪水浸水想定区域 
 

  
 
 

図 蛭田川水系蛭田川洪水浸水想定区域 
 

 

図 夏井川水系仁井田川洪水浸水想定区域 
※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 鮫川水系鮫川（水位周知区間とその上流、
高柴ダムまでの区間）、四時川（鮫川合流点
から四時ダムまでの区間）、余木田川（鮫川
合流点から東作までの区間）、山田川（鮫川
合流点から岸ノ内までの区間）、渋川（鮫川
合流点から江畑川合流点までの区間）につ
いて、水防法の規定により指定された想定
し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定
区域、浸水した場合に想定される水深を表
示した図面 

※ 指定時点の鮫川の河道及び洪水調節施設の
整備状況を勘案して、想定し得る最大規模
の降雨に伴う洪水により好間川が氾濫した
場合の浸水の状況をシミュレーションによ
り予測したもの 

【鮫川水系鮫川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和元年 7 月 16 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 1 項 
対象となる水位周知河川 
・鮫川水系鮫川（実施区間） 
  左岸：いわき市山田町（四時川合流点） 

から海まで 
  右岸：いわき市沼部町（四時川合流点） 

から海まで 
指定の前提となる降雨 
鮫川流域の２日間の総雨量 547.2ｍｍ 

※ 蛭田川水系蛭田川（水位周知区間とその上
流、いわき市山玉町膳棚までの区間）につ
いて、水防法の規定により指定された想定
し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定
区域、浸水した場合に想定される水深を表
示した図面 

※ 指定時点の蛭田川の河道の整備状況を勘案
して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪
水により蛭田川が氾濫した場合の浸水の状
況をシミュレーションにより予測したもの 

【蛭田川水系蛭田川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 2 年 9 月 25 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 1 項 
対象となる水位周知河川 
・蛭田川水系蛭田川（実施区間） 

左岸：いわき市瀬戸町小玉から海まで 
右岸：いわき市瀬戸町鍛冶屋から海まで 

指定の前提となる降雨 
蛭田川流域の 24 時間の総雨量 747ｍｍ 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 
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 図 大久川水系大久川・小久川洪水浸水想定区域 
 

  
図 神白川水系神白川洪水浸水想定区域 

 

 

 

※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 

※ 大久川水系大久川・小久川について、想定し得る最大規模の降
雨による洪水浸水想定区域、浸水した場合に想定される水深を
表示した図面 

※ 公表時点の大久川・小久川の河道の整備状況を勘案して、想定
し得る最大規模の降雨に伴う洪水により大久川・小久川が氾濫
した場合の浸水の状況をシミュレーションにより予測したも
の 

【大久川水系大久川・小久川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 3 年 7 月 9 日 
対象となる水位周知河川 
 ・大久川水系大久川・小久川（実施区間） 
 [大久川] 
  左岸：いわき市大久町大久石ノ本地先から海まで 
  右岸：いわき市大久町大久滝ノ尻地先から海まで 
 [小久川] 

左岸：いわき市大久町小久山之神地先から大久川合流点まで 
  右岸：いわき市大久町小久山ノ田地先から大久川合流点まで 
指定の前提となる降雨 
大久川・小久川流域の 24 時間総雨量 738.4ｍｍ 

※ 神白水系神白川の県管理区間について、水防法の規定により指
定された想定し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定区域、
浸水した場合に想定される水深を表示した図面 

※ 公表時点の神白川の河道の整備状況を勘案して、想定し得る最
大規模の降雨に伴う洪水により大久川・小久川が氾濫した場合
の浸水の状況をシミュレーションにより予測したもの 

【大久川水系大久川・小久川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 6 年 5 月 10 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
 ・神白川水系神白川（実施区間） 
 [神白川] 
  左岸：いわき市小名浜上神白東大沢（東大沢橋）から海まで 
  右岸：いわき市小名浜上神白東大沢（東大沢橋）から海まで 
  
（参考）水防法に基づく指定対象外（河川管理者：いわき市） 

[梅田川] 
左岸：福島県いわき市永崎地切（地切橋）から 

神白川合流点まで 
  右岸：福島県いわき市永崎地切（地切橋）から 

神白川合流点まで 
指定の前提となる降雨 
神白川流域の 24 時間総雨量 747ｍｍ 
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図 諏訪川水系諏訪川洪水浸水想定区域 
 

  
 
 

図 渚川水系渚川洪水浸水想定区域 
 

 

図 夏井川水系仁井田川洪水浸水想定区域 
※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 諏訪川水系諏訪川の県管理区間について、
水防法の規定により指定された想定し得る
最大規模の降雨による洪水浸水想定区域、
浸水した場合に想定される水深を表示した
図面 

※ 公表時点の諏訪川の河道の整備状況を勘案
して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪
水により諏訪川が氾濫した場合の浸水の状
況をシミュレーションにより予測したもの 

【諏訪川水系諏訪川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 6 年 3 月 22 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
・鮫川水系鮫川（実施区間） 
  左岸：いわき市平豊間字大石 17 番地先 

から海まで 
  右岸：いわき市平豊間字大石 53 番地先 

から海まで 
指定の前提となる降雨 
諏訪川流域の２４時間総雨量 747ｍｍ 

※ 渚川水系渚川の県管理区間について、水防
法の規定により指定された想定し得る最大
規模の降雨による洪水浸水想定区域、浸水
した場合に想定される水深を表示した図面 

※ 指定時点の渚川の河道の整備状況を勘案し
て、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水
により蛭田川が氾濫した場合の浸水の状況
をシミュレーションにより予測したもの 

【渚川水系渚川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 5 年 7 月 7 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
・渚川水系渚川（実施区間） 

左岸：いわき市小浜町字北ノ作 37 番地先 
から海岸まで 

右岸：いわき市小浜町字北ノ作 97 番地先 
   から海岸まで 

指定の前提となる降雨 
渚川においてピーク時の 1 時間に 141mm の降

雨がある場合 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 
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図 弁天川水系弁天川洪水浸水想定区域 
 

 

図 夏井川水系仁井田川洪水浸水想定区域 
※出典：福島県河川整備課（令和 6 年 9 月 6 日時点） 
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※ 弁天川水系弁天川の県管理区間とその上流
について、水防法の規定により指定された
想定し得る最大規模の降雨による洪水浸水
想定区域、浸水した場合に想定される水深
を表示した図面 

※ 公表時点の弁天川の河道の整備状況を勘案
して、想定し得る最大規模の降雨に伴う洪
水により弁天川が氾濫した場合の浸水の状
況をシミュレーションにより予測したもの 

【弁天川水系弁天川洪水浸水想定区域】 
作成主体：福島県 
指定年月日：令和 6 年 3 月 22 日 
根拠法令：水防法第 14 条第 2 項 
対象となる水位周知河川 
・弁天川水系弁天川（実施区間） 

左岸：いわき市平沼之内字中田 19 番地先 
から海まで 

右岸：いわき市平沼之内字中田 19 番地先 
   から海まで 

指定の前提となる降雨 
弁天川流域の 24 時間総雨量 747mm 

※ 洪水浸水想定区域図は、想定した条件で作成した図面であるため、ここで着色されていない区域でも絶対に浸
水が発生しないとは限りません。大雨の際は市町村が発表する避難情報にご注意ください。 

※ 公表後の河川改修の進展および地形や土地利用の変化などにより、現状を正しく表現できていない図面が含ま
れていることにご注意ください。 
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⑥地区計画（住宅の建築が制限されている地区（区域）） 
 本市では市街化区域内において、19 地区で地区計画が定められており（平成 30 年 4 月時点）、そのうち、
住宅系用途の建築が制限されている地区（一部制限を含む）が 13 地区あります。 
 このうち、指定区域全域において住宅の建築が制限されている地区（区域）については、まちなか居住区域
から除外します。なお、幹線道路に面する敷地など指定区域の一部について住宅の建築が制限されている地区
（区域）については、まちなか居住区域からは除外せず、地区計画制度の運用で対応するものとします。 

  

図 地区計画において住宅の建築が制限されている区域 
※出典：市地区計画一覧表 
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⑥地区計画（住宅の建築が制限されている地区（区域）） 
 本市では市街化区域内において、28 地区で地区計画が定められており（令和６年 12 月時点）、そのうち、
住宅系用途の建築が制限されている地区（一部制限を含む）が 16 地区あります。 
 このうち、指定区域全域において住宅の建築が制限されている地区（区域）については、まちなか居住区域
から除外します。なお、幹線道路に面する敷地など指定区域の一部について住宅の建築が制限されている地区
（区域）については、まちなか居住区域からは除外せず、地区計画制度の運用で対応するものとします。 

  

図 地区計画において住宅の建築が制限されている区域 
※出典：市地区計画一覧表 
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錦町徳力地区 

岩間地区 

小名浜港地区 

久之浜港地区 

四倉町 
六丁目地区 

いわき四倉中核
工業団地地区 

平中神谷地区 

いわきニュータウン３
住区業務居住地区 

鹿島町米田地区 

鹿島町地区 

小名浜林城地区 

平上荒川地区 

好間町地区 
いわき 
スマートタウン地区 

いわき 
アカイテクノパーク地区 

いわき駅北口地区 

錦町徳力地区 

岩間地区 

小名浜港地区 

久之浜港地区 

四倉町 
六丁目地区 

いわき四倉中核
工業団地地区 

平中神谷地区 

いわきニュータウン３
住区業務居住地区 

鹿島町米田地区 

鹿島町地区 

小名浜林城地区 

平上荒川地区 

好間町地区 
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図 まちなか居住区域（全体図） 
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図 まちなか居住区域（全体図） 
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図 まちなか居住区域（平・内郷・好間地区） 
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図 まちなか居住区域（平・内郷・好間地区） 
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図 まちなか居住区域（いわきニュータウン地区） 
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図 まちなか居住区域（いわきニュータウン地区） 
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旧 新 
 

  
図 都市機能誘導区域とまちなか居住区域 

 
※誘導区域図の詳細は、別図（市ホームページに掲載）を参照ください。 
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図 都市機能誘導区域とまちなか居住区域 

 
※誘導区域図の詳細は、別図（市ホームページに掲載）を参照ください。 
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表 都市機能誘導区域とまちなか居住区域の面積等 

区域名 面積(ha) 

市街化区域

面積に対す

る割合 

人口 

(人) 

(2010 年) 

人口密度 

(人/ha） 

(2010 年) 

人口 

（人） 

(2015 年) 

人口密度 

（人/ha） 

(2015 年) 

基準推計 

（2040 年） 

人口 

（人） 

人口密度 

（人/ha） 

 都市機能誘導区域 582.2  5.8% 26,908 46.2 27,278 46.9 18,091 31.2 

 （四倉） 45.2 0.4% 2,632 58..2 2,404 53.2 1,400 31.0 

 （平） 159.3 1.6% 7,183 45.1 7,925 49.7 5,255 33.0 

 （内郷） 28.2 0.3% 2,015 71.5 1,644 58.3 970 34.4 

 （いわきﾆｭｰﾀｳﾝ） 55.3 0.5% 516 9.3 573 10.4 515 9.3 

 （常磐） 35.6 0.4% 2,485 69.8 2,328 65.4 1,302 39.2 

 （小名浜） 149.6 1.5% 6,825 45.6 6,853 45.8 5,025 33.6 

 （泉） 41.4 0.4% 2,114 51.1 2,407 58.1 1,652 39.9 

 （勿来） 67.6 0.7% 3,138 46.4 3,144 46.5 1,972 29.2 

 まちなか居住区域 4,081.3 40.4% 167,218 41.0 174,389 42.7 118,858 29.1 

 （四倉） 261.6 2.6% 9,802 37.5 9,361 35.8 5,329 20.4 

 （平、内郷、好間）※1 1,249.8 12.4% 57,327 45.9 59,244 47.4 38,278 30.6 

 （いわきﾆｭｰﾀｳﾝ） 581.7 5.8% 19,913 34.2 22,103 38.0 16,853 29.0 

 （常磐） 507.3 5.0% 21,668 42.7 21,223 41.8 13,542 26.8 

 （小名浜） 437.4 4.3% 21,403 48.9 21,512 49.2 16,425 37.6 

 （泉） 515.4 5.1% 18,710 36.3 22,627 43.9 16,369 31.9 

 （勿来） 528.1 5.2% 18,395 34.8 18,319 34.7 12,062 22.8 

※1：「面積」はＧＩＳによる集計値：令和元年（2019 年）10 月 8 日現在 

※2：「平、内郷及び好間」は、まちなか居住区域が一体のため、一つの区域としている。 

※3：「人口 (2010 年)」は、平成 22 年国勢調査結果（小地域単位）、「人口 (2015 年)」は、平成 27 年国勢調査 

（小地域単位）の人口をもとに 100m メッシュの可住地に配分して作成している。 
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表 都市機能誘導区域とまちなか居住区域の面積等 

区域名 面積(ha) 

市街化区域

面積に対す

る割合 

人口 

(人) 

(2010 年) 

人口密度 

(人/ha） 

(2010 年) 

人口 

（人） 

(2015 年) 

人口密度 

（人/ha） 

(2015 年) 

基準推計 

（2040 年） 

人口 

（人） 

人口密度 

（人/ha） 

 都市機能誘導区域 584.6 5.9% 26,908 46.0 27,278 46.7 18,091 30.9 

 （四倉） 45.2 0.4% 2,632 58..2 2,404 53.2 1,400 31.0 

 （平） 159.3 1.6% 7,183 45.1 7,925 49.7 5,255 33.0 

 （内郷） 28.2 0.3% 2,015 71.5 1,644 58.3 970 34.4 

 （いわきﾆｭｰﾀｳﾝ） 57.7 0.6% 516 8.9 573 9.9 515 8.9 

 （常磐） 35.6 0.4% 2,485 69.8 2,328 65.4 1,302 39.2 

 （小名浜） 149.6 1.5% 6,825 45.6 6,853 45.8 5,025 33.6 

 （泉） 41.4 0.4% 2,114 51.1 2,407 58.1 1,652 39.9 

 （勿来） 67.6 0.7% 3,138 46.4 3,144 46.5 1,972 29.2 

 まちなか居住区域 4,079.9 40.4% 167,218 41.0 174,389 42.7 118,858 29.1 

 （四倉） 261.6 2.6% 9,802 37.5 9,361 35.8 5,329 20.4 

 （ 平 、 内 郷 、 好 間 ）※1 1,249.8 12.4% 57,327 46.3 59,244 47.4 38,278 30.6 

 （いわきﾆｭｰﾀｳﾝ） 580.3 5.7% 19,913 34.2 22,103 38.0 16,853 29.0 

 （常磐） 507.3 5.0% 21,668 42.7 21,223 41.8 13,542 26.8 

 （小名浜） 437.4 4.3% 21,403 48.9 21,512 49.2 16,425 37.6 

 （泉） 515.4 5.1% 18,710 36.3 22,627 43.9 16,369 31.9 

 （勿来） 528.1 5.2% 18,395 34.8 18,319 34.7 12,062 22.8 

※1：「面積」はＧＩＳによる集計値：令和 6 年（2024 年）11 月 29 日現在 

※2：「平、内郷及び好間」は、まちなか居住区域が一体のため、一つの区域としている。 

※3：「人口 (2010 年)」は、平成 22 年国勢調査結果（小地域単位）、「人口 (2015 年)」は、平成 27 年国勢調査 

（小地域単位）の人口をもとに 100m メッシュの可住地に配分して作成している。 
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旧 新 
 

表 取り組み中の事業一覧 
No. 事業名 概要 
１ 
 

スポーツを軸とした地域創生推進事業 
 

スポーツを地域の新たな経済エンジンとして、
新たな人の流れの創出や、地域経済の好循環の拡
大を実現するため、大会・合宿誘致等を通じたス
ポーツツーリズムの推進や、スポーツによるヘル
スケアモデルの構築、いわきＦＣとの連携による
シティセールスの推進等に取り組むとともに、将
来的なスタジアムを中心としたまちづくりに向
けた調査・研究を進めるもの。（都市機能誘導区
域への立地可能性を含めて検討中） 

２ 
 

いわき駅並木通り地区第一種市街地再開
発事業 

 いわき駅西側の国道 399 号（通称並木通り）
北側において、細分化された土地を統合し、共同
建築物や公共施設の整備を行い、土地の高度利用
を図るとともに、安全で賑わいのある都市空間を
創出するため、地権者等が共同して実施する市街
地再開発事業に対して支援を行うもの。 

なお、本事業では、誘導施設の誘導並びに居住
の誘導を図る施設を計画している。 

３ ＪＲ常磐線利便性向上推進事業  「いわき市鉄道交通を応援する会」の活動を通
し、更なる利便性向上や魅力の創出に取り組むと
ともに、市民・観光者等の利用拡大に向け、全市
的に機運の醸成等を図るもの。 

４ 公共交通活性化推進事業  「市生活交通ビジョン」に基づき、公共交通の
活性化を図ることを目的とした、モビリティ・マ
ネジメント施策などを取り組むもの。 

５ 中心市街地活性化のための公園整備事業  公園維持管理費等の財政負担を軽減するとと
もに、若い世代や子育て世代の集いや遊び場の確
保等のニーズに対応するため、民間投資を誘導
し、都市公園の質の向上や公園利用者の利便の向
上を図るため、Park-PFI の活用等も視野に入れた
既存公園の再整備を行うもの。 

６ 立地適正化計画推進事業（ネットワーク型
コンパクトシティ形成推進事業） 
 

立地適正化計画の具現化を促進するため、各地
区の市街地再生整備計画の立案や、まちなかにお
ける都市機能の誘導を促進する建設工事等への
助成制度創出に向けた取り組みや PR 活動など、
当該計画を強力に推進することで、今後の厳しい
社会情勢においても、多くの世代から選ばれる持
続可能な都市の構築を図るもの。 
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表 取り組み中の事業一覧 

No. 事業名 概要 
（削除） （削除） 

 
（削除） 

 

１ 
 

いわき駅並木通り地区第一種市街地再開
発事業 

いわき駅西側の国道 399 号（通称並木通り）北
側において、細分化された土地を統合し、共同建
築物や公共施設の整備を行い、土地の高度利用を
図るとともに、安全で賑わいのある都市空間を創
出するため、地権者等が共同して実施する市街地
再開発事業に対して支援を行うもの。 

（削除） 
 

（削除） （削除） （削除） 

２ 公共交通活性化推進事業 ネットワーク型コンパクトシティの形成に向け、
鉄道、路線バス、タクシーなど公共交通の活性化
を図り、最適な公共交通ネットワークの構築を通
じて、“選ばれる”公共交通”の実現を目指すもの。 

３ 中心市街地活性化広場公園整備事業  平地区中心市街地において、JR いわき駅北側
の磐城平城本丸跡地を本市の歴史と文化を感じ
ることが出来る公園として整備するとともに、地
区内の既存公園・緑地について、まちのニーズに
合致した賑わいと交流の場、安全で快適な歩行空
間等として再整備するもの。 

４ 立地適正化計画推進事業 
 

立地適正化計画の具現化を促進するため、各地
区の市街地再生整備計画の立案や（削除）PR 活
動など、当該計画を強力に推進することで、今後
の厳しい社会情勢においても、多くの世代から選
ばれる持続可能な都市の構築を図るもの。 
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旧 新 
 

No. 事業名等 概要 
７ 市街地再生整備推進事業 立地適正化計画の具現化を図るため、まちづく

りの視点から公共施設再編と連携した市街地再
生整備（基盤整備の導入やソフト事業の実施）を
進めるもの。 

８ “フラシティいわきへ”都市機能誘導施設等
整備促進事業 

都市機能誘導施設（立地適正化計画に基づく誘
導施設のうち民間施設に限る。）の誘導及び維持
を図るため、民間事業者が行う誘導施設の整備費
に対し最大で１億円（補助率１／３）の補助金を
交付するもの。 

— — — 

— — — 
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No. 事業名 概要 
５ 市街地再生整備推進事業 立地適正化計画の具現化を図るため、まちづく

りの視点から公共施設再編と連携した市街地再
生整備（基盤整備の導入やソフト事業の実施）を
進めるもの。 

６ “フラシティいわきへ”都市機能誘導施設等
整備促進事業 

都市機能誘導施設（立地適正化計画に基づく誘
導施設のうち民間施設に限る。）の誘導及び維持
を図るため、民間事業者が行う誘導施設の整備費
に対し最大で１億円（補助率１／３）の補助金を
交付するもの。 

７ いわき駅北口地区優良建築物等整備事業 いわき駅北口地区において、まちの活力の維持・
増進、さらには、医師不足等の地域医療の課題解
決を図り、持続可能な都市構造の実現に資するた
め、優良建築物等整備事業を活用し、医療施設及
び看護学校を整備するもの。 

８ いわき駅北口地区土地利活用検討事業 JR 東日本水戸支社と取り交わした「いわき駅北
口地区計画に関する覚書」に位置付けた市有地
（平鉄北駐車場）と鉄道用地を併せた開発事業計
画の実現に向け、ＪＲ東日本や事業者との協働に
より、民間活力の導入を前提とした新たな土地利
活用方針を検討するもの。 
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旧 新 
 

３） 取り組み中の市の関連事業について 
 

表 現在取り組み中の事業一覧 
No. 事業名 概要 
１ 
 

共創型地域交通モデル事業 
 

中山間地域を中心とした公共交通空白地域
及び公共交通不便地域における児童・生徒、高
齢者等の交通弱者の移動手段の確保を目的に、
行政や民間事業者等の支援による地元住民組
織が主体となった持続可能な誘導システムを
構築するもので、今後、市街化区域内（まちな
か居住区域を除く）においても、事業の実施に
向け検討しているもの。 

２ 
 

サイクルツーリズムモデル事業 
 

「いわき七浜海道」等の地域資源を活用し、
観光交流人口の拡大を図るため、レンタサイク
ルの環境を整備するなど、官民が連携しながら
サイクルツーリズムを推進するもの。 

３ 
 

次世代交通システムによる交通イノベーシ
ョン推進事業 
 

本市の交通課題の解消による『スマート交通
モデル都市（歩けるまちへの転換）』の構築に
向け、『いわき市次世代交通システム研究会』
を主体に、産学官が連携しながら、先端技術を
活用した交通システムの導入を推進するもの。 

４ “フラシティいわきへ”まちなか定住促進事
業 

まちなか居住区域への居住機能の誘導を図
るため、市外からまちなか居住区域へ移住し、
かつ住宅を取得する者に対し最大で 150 万円の
補助金を交付するもの。 

５ 総合都市交通推進事業 新たな都市交通マスタープランや都市・地域
総合交通戦略、地域公共交通計画、都市計画道
路網再編計画を策定し、各種施策を推進するこ
とで、地域を支える交通体系の確立を図るも
の。 

― — — 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

81 

 
３） 取り組み中の市の関連事業について 
 

表 現在取り組み中の事業一覧 
No. 事業名 概要 
１ 
 

みんなで創る中山間等地域交通支援事業 
 

中山間地域や沿岸部の一部の公共交通の利
用が困難な地域において、地域住民、市、及び
交通事業者等との共創により、生活の基礎（セ
ーフティネット）となる移動手段を確保するも
の。 

２ 
 

サイクルツーリズム推進事業 
 

サイクルツーリズム推進に向けた取組みを
実施し、国内の日本人旅行者のみならず、訪日
外国人旅行者の観光入込客数の増加を図るも
の。 

３ 
 

スマートタウンモデル地区推進事業 
 

いわきニュータウン地区においては、市土地
開発公社が所有する中央台高久地区の土地に
ついて、単なる住宅分譲ではなく、AI や IoT な
どの先進技術やスマート技術を活用し、地区全
体や市全体が抱える課題の解決を図るスマー
トシティの構築に向けた取組みを含むモデル
的開発を推進するもの。 

４ “フラシティいわきへ”まちなか定住促進事
業 

まちなか居住区域への居住機能の誘導を図
るため、市外からまちなか居住区域へ移住し、
かつ住宅を取得する者に対し最大で150 万円の
補助金を交付するもの。 

５ 総合都市交通推進事業 新たな都市交通マスタープランや都市・地域
総合交通戦略、地域公共交通計画、都市計画道
路網再編計画に基づき、各種施策を推進するこ
とで、地域を支える交通体系の確立を図るも
の。 

６ いわき市空き家バンク活用支援事業 「空き家バンクいわき」利用の促進を図るた
め、空き家バンク登録に必要な登記手続や空き
家バンクを通じて購入をした建物の改修に要
する費用等に補助金を交付するもの。 
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旧 新 
４） 今後の活用が見込まれる主な国の支援事業、及び市の事業について 

 
表 今後の活用が見込まれる主な国・市の事業 

No. 事業名等 概要 
１ 
 

（国）公営住宅整備事業 
（公営住宅の非現地建替えの支援） 

公営住宅を除却し、まちなか居住区域内に再
建等する場合、公営住宅整備事業において、除
却費等に対する補助を行う。 

２ （国等）フラット 35 地域活性化型 
ʻ（住宅金融支援機構による支援） 

地方公共団体による住宅の建設・取得に対す
る財政的支援と合わせて、住宅金融支援機構に
よるフラット 35 の金利を引き下げるもの。 
【支援内容】 
まちなか居住区域内における新築住宅・既存住
宅の取得に対し、住宅ローン（フラット 35）の
金利引下げ（当初５年間、▲0.25%引下げ） 

３ （国）優良建築物等整備事業 土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機
能の更新を図るため、敷地の統合、不燃共同建
築物の建築及び公共施設の整備を行うもの。 

４ （国）都市再生整備計画事業 良好な市街地環境の形成による生活の質の
向上を図るため、道路・公園等の都市基盤の整
備を行うもの。 

５ （市）空き家改修支援事業（仮称） 空き家の有効活用と定住の促進を図ること
を目的として、市内の空き家を改修して定住す
る方に対し、補助金を交付するもの。 
→フラット 35 地域活性化型との連携 

６ （国）宅地耐震化推進事業 大地震時等における滑動崩落や液状化によ
る宅地の被害を軽減するため、変動予測調査を
行い住民への情報提供等を図るとともに、対策
工事等に要する費用について支援するもの。 

７ （市）三世代同居・近居支援事業 子育て環境や高齢者見守りの充実、定住の促
進、女性の就労支援等を目的に、三世代以上の
世代が同居・近居を行うために住宅の新築や取
得等に対し最大で 110 万円を補助するもの。 

→ まちなか定住促進事業との連携を図り、
まちなか居住区域への加算を検討予定 

※国等の事業で使用されている「居住誘導区域」は「まちなか居住区域」と読み替えて使用 
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４） 今後の活用が見込まれる主な国・県の支援事業、及び市の事業について 
 

表 今後の活用が見込まれる主な国・市の事業 
No. 事業名等 概要 
１ 
 

（国）公営住宅整備事業 
（公営住宅の非現地建替えの支援） 

公営住宅を除却し、まちなか居住区域内に再
建等する場合、公営住宅整備事業において、除
却費等に対する補助を行う。 

２ （国等）フラット 35 地域活性化型 
ʻ（住宅金融支援機構による支援） 

地方公共団体による住宅の建設・取得に対す
る財政的支援と合わせて、住宅金融支援機構に
よるフラット 35 の金利を引き下げるもの。 
【支援内容】 
まちなか居住区域内における新築住宅・既存住
宅の取得に対し、住宅ローン（フラット 35）の
金利引下げ（当初５年間、▲0.25%引下げ） 

３ （国）優良建築物等整備事業 土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機
能の更新を図るため、敷地の統合、不燃共同建
築物の建築及び公共施設の整備を行うもの。 

４ （国）都市再生整備計画事業 良好な市街地環境の形成による生活の質の
向上を図るため、道路・公園等の都市基盤の整
備を行うもの。 

 （削除） 
 

（削除） 
 

5 （国）宅地耐震化推進事業 大地震時等における滑動崩落や液状化によ
る宅地の被害を軽減するため、変動予測調査を
行い住民への情報提供等を図るとともに、対策
工事等に要する費用について支援するもの。 

６ （県）福島県多世代同居・近居推進事業 世代間の支え合いによる子育て環境や高齢
者の見守りの充実等を目的に、新たに多世代で
同居・近居を始めるための住宅取得に対し補助
金を交付するもの。 

※国等の事業で使用されている「居住誘導区域」は「まちなか居住区域」と読み替えて使用 
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旧 新 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                    
    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   ※「第６章 防災指針」の追加（追加内容については計画書をご確認ください。） 
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